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全国知事会における国保基盤強化協議会の対応方針

【経緯】
・昨年12月５日に開催した全国知事会社会保障常任委員会では、田村厚生労働大臣から、「国保の財政
上の構造的な問題の解決に責任をもって取り組んでいく。」との決意表明をいただいた。
・全国知事会は以前より「国保の構造的な問題が解決され、持続可能な制度が構築されるならば、市町
村とともに積極的に責任を担う覚悟」であることを表明してきており、この大臣の決意を重く受け止め、
国保基盤強化協議会の再開に応ずることとした。
・なお、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」においても、財政上の
構造的な問題の解決が、都道府県が国保の運営を担う前提条件とされている。

【厚生労働省の対応】

【全国知事会の基本的考え方】
○国民皆保険の最後の砦である国保制度を、将来にわたり持続可能なものとするためには、財政上の構
造問題が解決されることが必要不可欠。
○平成26年６月２日付けで、全国知事会会長、社会保障常任委員会会長の連名により、抜本的な財政基
盤強化の具体策を一刻も早く提示するよう要請した。
○今後の国保基盤強化協議会において、国が構造問題解決への道筋を明確に示さずに、都道府県と市
町村の役割分担についての議論のみを進めることは認められない。

・これまでの国保基盤強化協議会においては、未だ問題解決への道筋が明確に提示されていない。

2



国民健康保険の現状について

国保の構造問題としては、これまで主に以下の点が取り上げられている。
１ 医療費水準が高い
・ 高齢者が多く加入している
２ 保険料負担が重い
・ 所得水準が低い
・ 市町村間で財政力に格差がある
３ 国保財政は赤字

国保の構造問題

国保 協会けんぽ 健保組合

①加入者平均年齢 ５０．０歳 ３６．３歳 ３４．１歳

②加入者一人当たり医療
費

３０．９万円 １５．９万円 １４．２万円

③加入者一人当たり平均
保険料

８．２万円 ９．９万円 １０．０万円

④加入者一人当たり平均
所得

８３万円 １３７万円 １９８万円

⑤保険料負担率
（③／④）

９．９％ ７．２％ ５．０％

表１ 各保険者の比較（平成23年度）
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１ 医療費水準が高い

・前項の表１のとおり、加入者一人当たりの医療費は30.9万円と、協会けんぽ、健保組合
のそれぞれの平均の２倍近くの水準にある。
・これは、国保の加入者の平均年齢は50.0歳と、協会けんぽ（36.3歳）、健保組合（33.4歳）
と比較すると高い状況にあることに起因することが考えられる。
・なお、下図１のとおり、都道府県毎に医療費水準に差はあるところであるが、全ての都道
府県において、協会けんぽ、健保組合の平均を大きく上回っている状況にある。
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図１ 各都道府県における国民健康保険加入者一人当たり医療費（平成23年度）
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一
人
当
た
り
医
療
費
（
万
円
） 健保組合一人当たり平均医療費（14.2万円）

協会けんぽ一人当たり平均医療費（15.9万円）

国保一人当たり平均医療費（30.9万円）
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２ 保険料負担が重い
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図４ 都道府県毎の保険料状況（平成23年度）

保
険
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額
（
万
円
）

平均：8.2万円

最大：14.6％

・平成23年度 国民健康保険事業年報（厚生労働省保険局）から作成
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図５ 保険料負担率状況（平成23年度）

保
険
料
負
担
率
（％
）

健保組合保険料負担率（5.0％）

協会けんぽ保険料負担率（7.2％）

国保保険料負担率（9.9％）

最大：14.6％

最小：6.9％

6
・平成23年度 国民健康保険事業年報（厚生労働省保険局）及び平成23年度国民健康実態調査報告（厚生労働省保険局）から作成



仮に、現在投入されている赤字補填を目的とした法定外繰入約3,500億円を投入しな
かった場合、保険料負担率は、更に高い状況となる。



１．医療費水準が高い

○年齢構成が高い
○入院医療費が高い
○精神疾患の医療費が高い
○市町村間で医療費水準に格差

厚労省が示す国保が抱える財政上の構造問題の解決に向けた方向性

○高齢者医療制度
○高額な医療費を対象とした共同事
業の実施及び公費投入

○調整交付金による財政調整（地域
的な事情による医療費増に伴う負
担増への配慮）

主な課題 これまでの主な取組

○保険者の責によらない要因により医療給

付費が高くなっていることへの財政支援

の強化等

○市町村の医療費適正化インセンティブが

確保されるための制度的対応（保険料率

方向性

全国知事会が求める構造問題解決策について

厚労省からは、以下のとおり財政上の構造問題の解決に向けた方向性が示されているが、具体的な
財政規模等の説明はなされていないことから、必要な財政支援策を全国知事会においても検討してい
く必要がある。

H26.5.19
第75回社会保障審議会
医療保険部会資料

２．保険料負担が重い

○市町村間で財政力に格差
○低中所得者の保険料負担が重い
○市町村間で保険料に格差
○保険料収納率が低い
○非正規労働者が多く、財政負担増

３．国保財政は赤字
○決算補填等目的の法定外繰入の
実施
○繰上充用の実施

担増への配慮） の設定の在り方等） 等

○調整交付金による財政調整（所得
調整）

○低所得者の保険料軽減措置
○低所得者が多い保険者の財政基
盤の強化

○都道府県単位の医療費の共同事
業による保険料負担の平準化

○収納率向上対策

○低中所得者等の保険料負担やその
伸びを抑制するための財政支援の強
化等

○保険料負担の更なる平準化

○市町村の徴収インセンティブが確保さ
れるための制度的対応

○短時間労働者に対する健保の適用
拡大 等

○ 給付費等に対する50％の公費負
担に加え、財政上の構造問題に
着目した公費投入

○財政リスクへの制度的な対応、財政
上の構造問題に着目した効果的・効
率的な追加公費の投入等により、法
定外繰入の必要性を大幅に解消
等
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１ 国保の保険料負担率について

・表１、図５のとおり、国保の保険料負担率は、被用者保険より極めて高い状況にある。さらに、今後の
医療費増嵩に伴い更なる保険料の増加が見込まれる中、被保険者にとって、所得に対してどの程度
の水準まで負担することが妥当であるのか、被用者保険の状況と比較しながら「あるべき保険料水
準」を検討すべきである。
・その上で、被用者保険との保険料負担の格差をできる限り縮小する方向で、国費投入による抜本的
な財政基盤の強化が必要である。

考え方

・国保加入者の一人当たり所得（８３万円）は、協会けんぽの６割程度、健康保険組合の４割程度という
状況であるにも関わらず、保険料は、被用者保険と同程度であることから、保険制度間において逆進
性が生じているとも受け止められる。このため、国保の被保険者にとって、妥当と考えられる保険料負
担率を被用者保険の状況を勘案した上で検討することが必要。
・その際、協会けんぽは、国保と同様に様々な職業の者が加入し、所得水準も他の被用者保険と比して
低く、都道府県単位であるため、医療提供体制等の諸条件も含めて、都道府県単位化となった国保と
類似性があることから、協会けんぽの保険料負担率が引き下げの一つの目安となるのではないか。
・また、全国知事会が求める将来的な一元化を見据えた時も、各保険制度の中間レベルの協会けんぽ
並みの水準を目途とすることが適当と考えるが、今回の改革においては、そこまでの改善は図られな
いにしても、少なくとも現状以上に高くならないよう、財政支援が必要である。

考え方
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２ 国保内の保険料負担率について

・国保内（都道府県間）の保険料負担率は最大が14.6％、最小が6.9％と、２倍以上の格差がある状況
にある。
・保険料負担率は、都道府県毎の医療費水準や所得水準等、地域の諸事情が反映された結果と考え
られるが、一定の格差の縮小を図るべきと考える。
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財政安定化支援事業

○普通調整交付金（７％）

市町村間の財政力の不均
衡等（医療費、所得水準）
を調整するために交付。
○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によっ
て、措置できない特別の事
情（災害等）を考慮して交
付。

調整交付金（国）
（９％）※２

（３２％）※２

７，６００億円

調整交付金

定率国庫負担

※１市町村への地方財政措置：１，０００億円

○ 高額な医療費（１件８０万円超）の
発生による国保財政の急激な影響
の緩和を図るため、各市町村国保
からの拠出金を財源として、都道府
県単位で費用負担を調整し国及び
都道府県は市町村の拠出金に対し
て1/4 ずつ負担。
事業規模：３，４１０億円

高額医療費共同事業※１

医療給付費等総額：約１１４，１００億円

保険料

（３２，０００億円）

保険財政共同
安定化事業○ 市町村国保間の保険料の平準化、

財 政の安定化を図るため、平成18

保険財政共同安定化事業※１

（２６年度 予算ベース）

前期高齢者
交付金

３５，０００億円

高額医療費共同事業

３ 財政基盤強化策（イメージ）
第75回社会保障審議会医療保険部会資料を加工

・さらなる公費投入により保険料負担の軽減を図る。

２４，４００億円

公費負担額

国 計 ： ３３，３００億円

都道府県計： １１，５００億円

市町村計： １，４００億円

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。
事業規模：４，６６０億円
（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一

定割合を公費で支援。
事業規模：９８０億円
（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

都道府県調整交付金

（９％）※2

６，９００億円

財 政の安定化を図るため、平成18
年10月から１件３０万円超の医療費
について、各市町村国保からの拠
出金を財源として、都道府県単位で
費用負担を調整。

※１ 平成２２年度から平成２６年度まで暫定措置。平成２７年度以降恒久化。
※２ それぞれ給付費等の９％、３２％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の

法律上の措置がある。
※３ 平成２３年度決算（速報値）における決算補填等の目的の額 ※４ 退職被保険者を除いて算定した前期高齢者交付金額であり、実際の交付額とは異なる。

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の６５歳
から７４歳の前期高齢者の
偏在による保険者間の負
担の不均衡を、各保険者
の加入者数に応じて調整。

３５，０００億円
※４

保険基盤安定制度

保険者支援制度※１

保険者支援制度

保険基盤安定制度

法定外一般会計繰入

約３，５００億円※３
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今後の国保基盤強化協議会の進め方について

１ 財政上の構造問題を解決するための具体的な議論が必要である

・厚生労働省は、現時点においては、具体的な財政基盤強化策、国費投入規模を明らかに
できないという説明にとどまっており、全国知事会として、財政上の構造問題の解決にどの
程度寄与する施策が講じられるのか、判断することができないまま、中間とりまとめを迎え
ようとしている。
・全国知事会内においての検討及び国との協議を十分に行うことができるよう、具体的な財
政基盤強化策が早急に提示されることが必要である。

２ 都道府県と市町村の役割分担を法制上、明確に整理することが必要である

・国保の運営に関する都道府県と市町村の役割分担については、プログラム法にあるとお
り、財政運営を都道府県が担うことを基本としつつ、保険料の賦課・徴収、保健事業等に関
する市町村の役割が積極的に果たされるような仕組みとすることが重要である。
・その上で、将来にわたり安定的な制度運営が確保されるよう、都道府県と市町村がともに
権限と責任を分かち合い、共同して運営していくことを法制上、しっかりと規定する必要が
ある。
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